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○結城市建設工事等施行手続及び監督規程 

昭和６３年３月３１日 

訓令第５号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 請負工事 

第１節 施工手続（第３条～第３０条） 

第２節 監督（第３１条～第５０条） 

第３節 工事完成検査（第５１条～第５８条） 

第４節 契約の解除（第５９条～第６４条） 

第５節 工事完成履行請求（第６５条～第６７条の２） 

第３章 直営工事 

第１節 施工手続（第６８条・第６９条） 

第２節 監督（第７０条～第７２条） 

第４章 用地購入及び補償（第７３条～第７８条） 

第５章 設計業務等の委託 

第１節 執行手続（第７９条～第９１条） 

第２節 監督（第９２条～第９５条） 

第３節 検査（第９６条～第９８条） 

第４節 契約の解除（第９９条～第１０４条） 

付則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、結城市建設工事執行規則（昭和５０年結城市規則第９号。以下「執

行規則」という。）その他に特別の定めがあるもののほか、結城市の所管に係る建設工

事（以下「工事」という。）の施工、工事用地の購入及び補償並びに工事に係る設計業

務等の委託の手続並びに監督に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）主管部長 結城市行政組織規則（昭和４７年結城市規則第１号。以下「組織規則」

という。）第３条に規定する部長をいう。 
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（２）主管課長 組織規則第３条に規定する課長をいう。 

（３）決裁権者 結城市事務決裁規程（昭和４７年結城市訓令第５号。以下「決裁規程」

をいう。）の定めるところにより専決権限を有する者をいう。 

（４）検査員 工事等の検査をする職員をいう。 

（５）各課契約工事 決裁規程の定めるところにより、請負契約に係る予算の執行につ

いて課長が専決権限を有する工事をいう。 

（６）総務部契約工事 各課契約工事以外の請負工事をいう。 

（７）用地補償 用地購入契約及び補償契約に係る業務をいう。 

（８）設計業務等 工事に係る調査、測量、設計、監理及び試験等の業務をいう。 

（９）各課契約委託 決裁規程の定めるところにより、設計業務等の委託に係る予算の

執行について課長が専決権限を有する委託をいう。 

（１０）総務部契約委託 各課契約委託以外の委託業務をいう。 

第２章 請負工事 

第１節 施工手続 

（工事起工決議及び入札執行依頼） 

第３条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約工事を施工しようとするときは、予算

執行決議書（様式第１号）により決議の手続をとり、契約事務執行依頼書（様式第２号）

に次に掲げる書類を添付して、総務部長に提出しなければならない。 

（１）工事起工設計書（様式第３号）又は工事起工概要書（様式第３号の２） 

（２）特記仕様書 

（３）図面 

（４）指名業者推薦書（様式第４号） 

（５）その他必要な書類 

２ 主管課長は、各課契約工事を施工しようとするときは、予算執行決議書に設計図書（前

項第１号から第３号まで及び第５号に掲げる書類をいう。以下本章及び次章において同

じ。）を添付して、工事起工を決議しなければならない。 

（指名業者の選考） 

第４条 総務部長は、前条第１項の規定により入札執行依頼があったときは、別に定める

結城市指名競争入札参加業者選考委員会（以下「選考委員会」という。）に指名業者の

選考を諮らなければならない。 

２ 主管部長は、その所掌に属する各課契約工事について前条第２項の規定により工事起

工決議がなされたときは、選考委員会に指名業者の選考を諮らなければならない。 
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（指名業者の選考通知等） 

第５条 選考委員会は、選考の結果を指名業者選考通知書（様式第５号）により総務部長

又は主管部長に通知するものとする。 

（入札執行決議） 

第６条 総務部長は、第３条の規定により契約事務執行依頼書の提出があったときは、こ

れを審査し、適正と認めたときは、入札等執行決議書（様式第６号）に設計図書を添付

して、決裁権者の決裁を受けなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約工事を入札に付するときは、入札等執行決議書に設計図書を添

付して、入札執行を決議しなければならない。 

（予定価格） 

第７条 決裁権者は、結城市契約規則（平成１７年結城市規則第３８号。以下「契約規則」

という。）第８条（同規則第１７条において準用する場合を含む。）の規定により予定

価格を定めるとき又は同規則第９条（同規則第１７条において準用する場合を含む。）

の規定により最低制限価格を設定するときは、予定価格書（様式第６号の２）を作成し

なければならない。 

２ 決裁権者は、最低制限価格を設定するときは、入札に参加する者に対し、入札を執行

する前までにその旨を周知させなければならない。ただし、最低制限価格は、別表のと

おりとする。 

（入札通知） 

第８条 決裁権者は、指名業者が決定したときは、指名競争入札通知書（様式第７号）に

より当該指名業者に通知しなければならない。ただし、電子入札（工事に係る入札手続

のうち入札案件の登録、参加申請、入札及び落札者決定の事務を電子計算機とインター

ネットによって行うことをいう。以下同じ。）による場合は、別に定めるところによる。 

（入札） 

第９条 決裁権者は、入札に当たって、当該入札に参加する者に執行規則第５条第１項に

定める入札書を提出させなければならない。ただし、電子入札による場合は、別に定め

るところによる。 

２ 入札回数は、２回を限度とする。ただし、予定価格を公表した場合は、１回とする。 

（開札） 

第１０条 決裁権者は、入札書の提出後直ちに入札場所において入札者を立ち会わせて開

封し、入札金額を発表しなければならない。 

２ 前項の場合において、入札者が立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない職員
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を立ち会わせなければならない。ただし、郵便入札及び電子入札による場合は、別に定

めるところによる。 

（再度入札及び指名替えによる入札） 

第１１条 決裁権者は、入札の結果、落札者が決定しない場合は、直ちに再度の入札を行

うものとする。 

２ 決裁権者は、入札（前項の場合においては、再度の入札に限る。）において落札者が

ないときは、予定価格と最低入札金額との差が少額で随意契約ができると認められる場

合を除き、一般競争入札の場合にあっては再度一般競争入札を行う旨の公告を、指名競

争入札の場合にあっては業者の指名替えを行うものとする。 

３ 決裁権者は、前項に規定する指名替えによる入札を執行する場合は、当初に示した契

約内容、入札条件及び予定価格等を変更してはならない。 

４ 指名替えによる入札については、第４条、第５条、第６条及び第８条の規定を準用す

る。 

（くじによる落札者の決定） 

第１２条 決裁権者は、落札者となるべく同一金額の入札をした者が２人以上となったと

きは、当該入札者に対し、最初に落札者を決定するくじを引く順次を決めるくじを引か

せた後、その順序により落札者を決定するくじを引かせて、落札者を決定するものとす

る。ただし、電子入札による場合は、電子くじ（入札参加者が入力した任意の数値と処

理時刻を用いた演算式により、コンピューターで落札者を決定するシステムをいう。）

による抽選を行い、落札者を決定するものとする。 

（入札書取書） 

第１３条 決裁権者は、入札書取書（様式第８号）により入札の経過を明らかにしておか

なければならない。 

（入札の無効） 

第１４条 決裁権者は、契約規則第１１条（同規則第１７条において準用する場合を含む。）

に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする旨を指名業者

に明らかにしておかなければならない。ただし、電子入札による場合は、別に定めると

ころによる。 

（１）委任状を持参しない代理人のした入札 

（２）その他入札に関する条件に違反した入札 

（請負契約の締結） 

第１５条 総務部長は、総務部契約工事について契約の相手方が決定したときは、契約決
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議書（様式第９号）により決議の手続をとり、執行規則第８条第１項に定める建設工事

請負契約書（以下「請負契約書」という。）により請負契約を締結しなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約工事について契約の相手方が決定したときは、契約決議書によ

り決議し、請負契約書により請負契約を締結しなければならない。 

３ 競争入札に付した場合において、落札者が請負契約を締結しないときは、当該入札に

参加した次順位者と随意契約をすることができる。この場合において、当該契約の締結

は、落札金額の制限内で行うものとし、かつ、工期を除くほか、当初の競争入札に付す

るときに定めた条件を変更してはならない。 

（請負契約締結の通知等） 

第１６条 総務部長は、総務部契約工事について請負契約を締結したときは、設計図書に

入札を執行した書類及び契約決議書並びに請負契約書等を添付し、速やかに主管部長に

送付しなければならない。 

（設計変更決議） 

第１７条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約工事について、現場の状況その他の

事由により設計の変更を要すると認めた場合は、速やかに予算執行変更決議書（様式第

１０号）により決議の手続をとり、変更契約事務執行依頼書（様式第２号の２）に工事

起工の際添付した設計図書の変更書類（以下本章及び次章において「変更設計図書」と

いう。）を添付して、総務部長に提出しなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約工事について、現場の状況その他の事由により設計の変更を要

すると認めた場合は、速やかに予算執行変更決議書により決議しなければならない。 

（随意契約等執行決議） 

第１８条 総務部長は、前条第１項の規定により変更契約事務執行依頼書の提出があった

ときは、これを審査し、適正と認めたときは、入札等執行決議書に変更設計図書を添付

して、決裁権者の決裁を受けなければならない。この場合において、随意契約（見積合

せ）の決議がなされたときは、受注者に通知し、これを執行しなければならない。 

２ 主管課長は、前条第２項の規定により、随意契約（見積合せ）を執行しようとすると

きは、入札等執行決議書に変更設計図書を添付して、決議しなければならない。この場

合において、随意契約（見積合せ）の決議がなされたときは、前項後段の規定を準用す

る。 

（設計変更の範囲） 

第１９条 設計の変更は、現に施工中の工事と分離して施工することが著しく困難なもの

を除き、変更する予定金額が次に掲げる額を超えて行ってはならない。ただし、特に指
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定する工事については、別に指示するところによる。 

（１）当初の請負代金が５，０００万円以下にあっては、当該金額の１００分の３０に

相当する額 

（２）当初の請負代金が５，０００万円を超え１億円以下のものにあっては、当該金額

の１００分の２０に相当する額 

（３）当初の請負代金が１億円を超えるものにあっては、その都度総務部長と協議して

定める額 

（変更請負契約の締結） 

第２０条 総務部長は、第１８条第１項の規定により随意契約（見積合せ）の執行がなさ

れ、受注者と協議が整ったときは、契約決議書により決議の手続をとり、建設工事変更

請負契約書（以下「変更請負契約書」という。）により受注者と変更請負契約を締結し

なければならない。 

２ 前項の規定は、各課契約工事について、第１８条第２項の規定により決議された随意

契約（見積合せ）執行決議書に基づき受注者と協議が整ったときに準用する。 

（変更請負契約の通知等） 

第２１条 総務部長は、総務部契約工事について変更請負契約を締結したときは、変更設

計図書に随意契約（見積合せ）を執行した書類及び契約決議書並びに変更請負契約書等

を添付し、速やかに主管部長に送付しなければならない。 

（工事施工の一時中止等） 

第２２条 主管部長又は主管課長（以下「主管部長等」という。）は、建設工事について、

工事施工の一時中止又は一時中止の解除をしようとするときは、工事施工一時中止（解

除）決議書（様式第１１号）により決議するものとする。 

２ 主管部長等は、前項の規定により工事施工の一時中止又は一時中止の解除の決議をし

たときは、工事施工一時中止（解除）通知書（様式第１２号）により受注者に通知する

とともに、総務部契約工事については、工事施工一時中止（解除）報告書（様式第１３

号）により総務部長に報告しなければならない。 

（工期の変更依頼） 

第２３条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約工事について、工期の変更の必要が

あると認めるとき又は受注者から工期の変更の申出があったときは、工期（履行期間）

変更（依頼）決議書（様式第１４号）により決議の手続をとり、工期（履行期間）変更

依頼書（様式第１５号）を総務部長に提出しなければならない。 

（工期変更決議等） 
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第２４条 主管課長は、各課契約工事について、工期の変更の必要があると認めるとき又

は受注者から工期の変更の申出がありその必要があると認めるときは、工期（履行期間）

変更（依頼）決議書により決議し、工期（履行期間）変更通知書により受注者に通知し

なければならない。 

（変更請負契約の締結） 

第２５条 総務部長は、第２３条の規定により総務部契約工事について工期（履行期間）

変更依頼書の提出があったときは、これを審査し、適正と認めたときは、速やかに契約

決議書により決裁権者の決裁を受けなければならない。この場合において、決議がなさ

れたときは、工期（履行期間）変更通知書（様式第１６号）により受注者に通知し、変

更請負契約を締結しなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約工事について、前条の規定により決議された工期（履行期間）

変更決議書に基づき契約決議書により決議し、受注者と変更請負契約を締結しなければ

ならない。 

（変更請負契約締結通知等） 

第２６条 総務部長は、総務部契約工事について変更請負契約を締結したときは、契約決

議書に変更請負契約書等を添付して主管部長に送付しなければならない。 

（工事台帳） 

第２７条 主管課長は、工事台帳（様式第１７号）を作成し、必要な事項を記載の上、整

理しておかなければならない。 

（債権譲渡の取扱い） 

第２８条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約工事について、受注者から請負契約

書第５条第１項ただし書の規定による債権譲渡承諾申請書（様式第１８号）の提出があ

ったときは、これを総務部長に送付しなければならない。 

２ 総務部長は、前項の規定により債権譲渡承諾申請書の送付を受けたときは、これを審

査し、適正と認めたときは、債権譲渡承諾書（様式第１９号）を受注者に送付するとと

もに、その写しを主管部長に送付しなければならない。 

３ 主管課長は、各課契約工事について、請負契約書第５条第１項ただし書の規定による

債権譲渡承諾申請書の提出があったときは、これを審査し、適正と認めたときは、債権

譲渡承諾書を受注者に送付しなければならない。 

（債権譲渡通知書） 

第２９条 総務部長又は主管課長は、前条第２項又は第３項の規定により債権譲渡承諾書

を送付した場合において、受注者が債権の譲渡を完了したときは、当該受注者から、遅
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滞なく、確定日付のある債権譲渡通知書を徴さなければならない。 

（出来形検査） 

第３０条 主管部長等は、受注者から請負契約に係る部分払を受けるため出来形検査願（様

式第２０号）の提出があったときは、検査員決定決議書（様式第２１号）により検査員

を決定し、当該検査員に検査員決定任命書（様式第２２号）を交付するとともに、検査

員決定通知書（様式第２３号）により受注者に通知しなければならない。 

２ 検査員は、受注者立会いの上、検査を行わなければならない。 

３ 検査員は、出来形検査を行ったときは、結城市建設工事検査要領（昭和６３年結城市

訓令第６号）に定める工事出来高検査調書を作成し、決裁権者に復命しなければならな

い。 

４ 主管部長等は、前項の工事出来高検査調書の復命があったときは、当該調書に基づき

検査結果通知書（様式第２４号）により受注者に通知するとともに、その所掌に属する

総務部契約工事に係るものについては、検査結果報告書（様式第２５号）を総務部長に

送付しなければならない。 

第２節 監督 

（監督員の任命） 

第３１条 主管部長等は、その所掌に属する契約工事について第１５条第２項の規定によ

り請負契約を締結したとき、又は第１６条の規定により請負契約締結の通知を受けたと

きは、工事ごとに監督員決定決議書（様式第２６号）により２人以上の監督員を任命し、

当該監督員に監督員決定任命書（様式第２７号）を設計図書とともに交付しなければな

らない。 

（監督員決定通知書） 

第３２条 主管部長等は、前条の規定により監督員を任命したときは、受注者に対し、速

やかにその旨を監督員決定通知書（様式第２８号）により通知しなければならない。こ

の場合において、２人以上の監督員にその権限を分担させたときは、当該通知書にそれ

ぞれの監督員の有する権限の内容を記載しなければならない。 

（監督員の職務） 

第３３条 監督員は、次に掲げる職務を行うものとする。 

（１）契約の履行についての受注者又はその現場代理人に対する指示、承諾又は協議 

（２）設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成

したこれらの図書の承諾 

（３）設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試
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験若しくは検査 

（４）受注者又はその現場代理人に対する請負契約書の各条項及び関係法令の遵守に関

しての指導及び監督 

（監督心得） 

第３４条 監督員は、職務の遂行に当たっては、厳正かつ公平を旨としなければならない。 

２ 監督員は、職務の遂行に当たっては、受注者の業務を妨げることのないようにすると

ともに、職務上特に知ることのできた当該受注者の業務上の秘密に属する事項は、これ

を他に漏らしてはならない。 

３ 監督員は、工事現場に立ち会うときは、必要な設計図書、監督票・指示（承諾）書（様

式第２９号）その他必要な書類を携行するものとする。 

（監督の方法） 

第３５条 監督員は、工事現場に立ち会って監督するものとする。ただし、施工方法につ

いて写真又は試験結果により確認することができる場合は、この限りでない。 

（事前の説明） 

第３６条 監督員は、工事が着手される前に、受注者又はその現場代理人に対して、設計

図書の内容を正確に説明し、施工の位置、方法、順序等を指示しなければならない。 

（丁張等の確認） 

第３７条 監督員は、受注者が行う丁張等の施設については、正確かつ堅ろうに設置させ、

その結果を確認するとともに、適時その変位の有無を点検しなければならない。 

（工事記録の整備） 

第３８条 監督員は、水中又は地下に埋設する工事その他工事完了後外面から検査するこ

とのできない部分について必要があると認めるときは、その施工状況を撮影記録させて

おかなければならない。 

（指示等） 

第３９条 監督員は、受注者又はその現場代理人に対して指示、承諾又は協議をするとき

は、指示（承諾）書により行わなければならない。この場合において、受注者又はその

現場代理人の署名又は記名押印を徴しておかなければならない。 

（材料検査） 

第４０条 監督員は、受注者から設計図書で指示した工事材料について検査の要求を受け

たときは、遅滞なく、検査をしなければならない。 

２ 監督員は、前項の規定により検査を行った結果、不合格となった工事材料については、

速やかに工事現場外へ搬出させて良品と交換させるとともに、不足数量については補充
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させ、これらについて、再度、検査をしなければならない。 

３ 主管部長等は、監督員が工事材料の検査をする場合において特に必要があると認める

ときは、監督員以外の職員を立会人に命じて検査に立ち会わせることができる。 

４ 監督員は、工事材料の検査をしたときは、工事材料検査調書（様式第３０号）を作成

しなければならない。 

（工程管理） 

第４１条 監督員は、工程表と実際の工事の進捗状況を把握し、各工程間の施工に遅延又

は手戻りが生ずるおそれがあると認めるときは、労務、資材及び機械の適切な配置を図

るよう受注者又はその現場代理人に指示し、工事の促進を図らなければならない。 

２ 監督員は、前項の規定により受注者又はその現場代理人に指示した場合には、その旨

を指示書により主管部長等に報告しなければならない。 

（改造の指示） 

第４２条 監督員は、工事の施工が設計図書に適合していないと認めるときは、受注者又

はその現場代理人に対して指示書により改造を指示し、その旨を主管部長等に報告しな

ければならない。 

（破壊検査） 

第４３条 監督員は、次の各号のいずれかに該当するときは、主管部長等の承認を得て破

壊検査をすることができる。 

（１）設計図書で監督員の検査を受けて使用すべきものと指定された工事材料を、その

検査を受けることなく使用したとき。 

（２）設計図書で監督員の立会いを受けて工事材料の調合又は工事の施工を行うべく定

められているにもかかわらず、その立会いを受けないで調合又は工事の施工をしたと

き。 

（３）設計図書で工事材料又は工事の施工について見本又は工事写真等の記録を整備す

るよう定められているにもかかわらず、これを行わなかったとき。 

（４）その他工事の施工が設計図書に適合しないと認められる相当の理由がある場合に

おいて、破壊検査によらなければ工事の施工の適否を確認することができないとき。 

（支給材料及び貸与品） 

第４４条 監督員は、工事に支障を来すことなく支給材料及び貸与品が受注者に引き渡さ

れるよう必要な措置を講じなければならない。 

２ 監督員は、支給材料及び貸与品について、その使用状況を常に把握しておくとともに、

受注者に引き渡した支給材料及び貸与品については、受注者に善良な管理者の注意をも
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って保管させなければならない。 

３ 監督員は、支給材料及び貸与品を引き渡すときは、領収書又は借用書を徴しなければ

ならない。 

４ 監督員は、受注者に引き渡した支給材料及び貸与品が滅失し、又は毀損したときは、

受注者に支給材料・貸与品事故報告書（様式第３１号）を提出させ、直ちにその状況を

調査し、監督票により主管部長等に報告しなければならない。 

（条件変更等の措置） 

第４５条 監督員は、工事の施工に当たり、請負契約書第１８条第１項各号に掲げる事実

について、これを発見し、又は受注者から通知があったときは、直ちに調査を行い、そ

の結果を主管部長等に報告し、その指示を受けて受注者に対し指示書により必要な指示

をしなければならない。ただし、当該事実が軽易なものであるときは、直ちに受注者に

対して指示書により必要な指示をし、その結果を主管部長等に報告することができる。 

（臨機の措置） 

第４６条 監督員は、災害防止その他工事の施工上緊急やむを得ず受注者に臨機の措置を

講じらせる必要があると認めるときは、受注者又はその現場代理人に指示書により指示

し、その顛末を主管部長等に報告しなければならない。 

（第三者に及ぼす損害） 

第４７条 監督員は、工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼすような状況が生じたときは、

速やかに受注者又はその現場代理人に指示書により指示し、主管部長等に当該状況を報

告しなければならない。 

（発生材の処理） 

第４８条 監督員は、工事の施工に伴い発生材が生じたときは、現場発生材報告書（様式

第３２号）により主管部長等に報告しなければならない。 

（契約不履行） 

第４９条 監督員は、受注者に契約不履行のおそれがあると認めるときは、速やかに監督

票により主管部長等に報告しなければならない。 

（監督の記録） 

第５０条 監督員は、次に掲げる書類（受注者から提出を受けた書類を含む。）を整理し

て監督の経緯を明らかにしておかなければならない。 

（１）契約の履行に関する事項を記載した書類 

（２）工事実施状況の検査又は工事材料の見本検査及び立会い等の事項を記載した書類 

（３）その他監督に関する書類 
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第３節 工事完成検査 

（検査員の任命） 

第５１条 主管部長は、毎年度４月１０日までに検査員を選出し、総務部長に報告しなけ

ればならない。 

２ 総務部長は、前項の規定により検査員の報告があったときは、検査員任命決議書（様

式第３３号）により決議し、当該検査員に検査員任命書（様式第３４号）を交付しなけ

ればならない。 

（完成検査要求） 

第５２条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約工事について、受注者から請負契約

書第３１条第１項の規定による工事完成通知書の提出があったときは、その日から７日

以内に、検査要求決議書（様式第３５号）により決議し、検査要求書（様式第３６号）

に次に掲げる書類を添付して、総務部長に提出しなければならない。 

（１）現場発生材報告書の写し 

（２）完成写真 

（３）工事完成通知書の写し 

（４）建設工事成績表（様式第３７号） 

（５）その他必要な書類 

（完成検査員決定決議等） 

第５３条 総務部長は、前条の規定により検査要求書の提出があったときは、検査員決定

決議書により検査員を決定し、検査員決定通知書により受注者に通知するとともに、検

査員決定任命書を検査員に交付して検査を行わせなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約工事について、受注者から請負契約書第３１条第１項の規定に

よる工事完成通知書の提出があったときは、検査員決定決議書により検査員を決定し、

検査員決定通知書により受注者に通知するとともに、検査員決定任命書を検査員に交付

して検査を行わせなければならない。 

（検査員の決定の要件） 

第５４条 前条の規定による検査員には、次に掲げる検査を除き、当該工事の監督をした

者を決定してはならない。 

（１）特別の技術を要するため、他の職員により行うことが著しく困難な検査 

（２）維持修繕に関する工事で、当該工事の施工後直ちに行わなければ給付の完了の確

認が著しく困難な検査 

（検査の実施） 
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第５５条 第５３条の規定により検査員となった者は、工事完成通知書の提出があった日

から１４日以内に、受注者の立会いの上、検査を行わなければならない。 

２ 検査員は、検査を行ったときは、竣工検査調書及び建設工事成績表を作成し、決裁権

者に復命しなければならない。 

（工事完成検査結果通知等） 

第５６条 検査員は、工事について完成検査が完了したときは、検査結果報告書に竣工検

査調書及び第５２条の規定により送付を受けた書類を添付して、主管部長等に提出しな

ければならない。 

２ 主管部長等は、前項の規定により検査結果報告書の提出を受けたときは、速やかに検

査結果通知書により受注者に通知しなければならない。 

３ 主管部長は、その所掌に係る総務部契約工事について、第１項の規定により竣工検査

調書の提出を受けたときは、その謄本を総務部長に送付しなければならない。 

（中間検査） 

第５７条 主管部長は、その所掌に係る総務部契約工事について、工事施工の中途におけ

る検査の必要があると認めるときは、総務部長に対し中間検査を要求することができる。 

２ 総務部長は、前項の規定により中間検査の要求があったときは、検査員決定決議書に

より決議し、当該検査員に検査員決定任命書を交付しなければならない。 

（検査の立会い） 

第５８条 検査員は、検査を行うときは、監督員を検査に立ち会わせなければならない。

ただし、主管部長等がやむを得ないと認めるときは、監督員以外の職員を立ち会わせる

ことができる。 

第４節 契約の解除 

（契約の解除） 

第５９条 決裁権者は、受注者が請負契約書第４６条第１項各号又は第４７条第１項各号

のいずれかに該当するときは、契約の債務の履行について契約不適合を保証する特約付

きの公共工事履行保証証券により役務的保証を求めた場合を除き、建設工事請負契約解

除通知書（様式第３８号）により契約を解除するものとする。ただし、工期経過後相当

の期間内に完成する見込みがある場合は、この限りでない。 

（違約金等） 

第６０条 決裁権者は、前条の規定により契約を解除したときは、直ちに受注者から請負

代金額の１０分の１に相当する額の違約金を徴しなければならない。この場合において、

契約保証金等の契約の保証を付しているときは、契約の保証の種類に応じて、契約保証
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金等を違約金に充当する手続をとらなければならない。 

（前払保証人への通知） 

第６１条 決裁権者は、契約を解除した工事について請負代金の前金払をしているときは、

当該前払金についての保証人である保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する

法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項の規定に基づく保証事業会社をいう。

以下「保証事業会社」という。）に対し契約解除通知書（様式第３９号）により契約を

解除した旨の通知をしなければならない。 

（出来形の確認） 

第６２条 主管部長等は、契約を解除した工事について、第３０条第１項の規定に準じ、

出来形検査員を任命し、受注者を現場に立ち会わせた上で、その出来形部分及び当該出

来形部分に対する請負代金相当額を確認しなければならない。この場合において、当該

工事について請負代金の前金払をしているときは、保証事業会社にも立会いを求めなけ

ればならない。 

２ 出来形検査員は、前項の出来形検査を行った場合において、受注者及び保証事業会社

を立ち会わせたときは、工事出来形確認書（様式第４０号）により確認を求めるものと

する。 

（前払保証金請求） 

第６３条 決裁権者は、前条第２項の規定により保証事業会社と出来形を確認し、保証を

受けるべき部分があると認めたときは、直ちに保証金の請求をしなければならない。 

（談合その他不正行為による契約の解除等） 

第６４条 決裁権者は、受注者が契約に関し請負契約書第５３条の２第１項各号のいずれ

かに該当したときは、建設工事請負契約解除通知書により契約を解除するものとする。

ただし、決裁権者が特別な事情があると認める場合は、この限りでない。 

２ 決裁権者は、前項の規定により契約を解除したときは、受注者から請負代金額の１０

分の１に相当する額の違約金を徴しなければならない。 

３ 前３条の規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。 

第５節 工事完成履行請求 

（履行請求） 

第６５条 決裁権者は、契約の債務の履行について契約不適合を保証する特約付きの公共

工事履行保証証券により役務的保証を求めた場合で、受注者が建設工事請負契約書第４

６条第１項各号のいずれかに該当するときは、直ちに保証人である保険会社に代替履行

請求書兼債権譲渡承諾書（様式第４１号）により工事完成の履行請求（以下「履行請求」
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という。）をしなければならない。 

２ 決裁権者は、前項の履行請求をしたときは、受注者に対してその旨を代替履行請求書

兼債権譲渡承諾通知書（様式第４２号）により通知しなければならない。 

３ 前２項の履行請求及び通知は、配達証明郵便及び内容証明郵便によらなければならな

い。 

（保証事業会社への通知） 

第６５条の２ 決裁権者は、履行請求をした工事について、保証事業会社に対し、履行請

求した旨を通知しなければならない。 

（出来形の確認の立会い） 

第６６条 決裁権者は、履行請求後、保険会社から出来形の確認の立会いを求められたと

きは、これに応じなければならない。この場合において、当該工事について請負代金の

前金払をしているときは、保証事業会社に立会いを求めるよう指示しなければならない。 

（代替履行業者選定承認） 

第６７条 決裁権者は、履行請求した工事について、保険会社から代替履行業者選定報告

書及び債権譲渡承認依頼書の提出があり、適当と認めたときは代替履行業者選定承認書

兼債権譲渡承諾書（様式第４３号）により承認の通知をするとともに、代替履行業者及

び保険会社から代替履行承諾書の提出を求めなければならない。 

（監督員の通知等） 

第６７条の２ 主管部長等は、代替履行業者が決定したときは、代替履行業者に対し監督

員の職氏名を監督員決定通知書により通知するとともに、代替履行業者から現場代理人

及び主任・監理技術者等選任通知書を提出させなければならない。 

第３章 直営工事 

第１節 施工手続 

（起工決議） 

第６８条 主管部長等は、執行規則第３条の規定によりその所掌に属する直営工事（以下

本章において単に「直営工事」という。）を施工しようとするときは、予算執行決議書

に設計図書を添付して決議しなければならない。 

（設計変更） 

第６９条 主管部長等は、現場の状況その他の事由により設計の変更を要すると認めた場

合は、予算執行変更決議書に設計図書を添付して決議しなければならない。 

第２節 監督 

（監督員の任命） 
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第７０条 主管部長等は、直営工事の施工を監督させるため監督員決定決議書により監督

員を任命し、必要な書類を交付して監督に当たらせなければならない。 

（作業状況の報告） 

第７１条 監督員は、直営工事の作業状況について、作業日報により主管課長に報告しな

ければならない。 

（書類の整理） 

第７２条 監督員は、直営工事の施工に関する書類を整理し、工事の経緯を明らかにして

おかなければならない。 

第４章 用地購入及び補償 

（用地及び補償費執行決議等） 

第７３条 主管部長等は、用地補償を執行しようとするときは、用地補償執行決議書（様

式第４４号）に必要な書類を添付して、決裁権者の決裁を受けなければならない。 

（用地交渉員の任命） 

第７４条 主管部長等は、前条の規定により決裁権者の決裁を受けたときは、用地交渉員

決定決議書（様式第４５号）により２人以上の用地交渉員を任命し、用地交渉員決定任

命書（様式第４６号）に必要な書類を添付して、交付しなければならない。 

（用地及び補償費執行の変更） 

第７５条 主管部長等は、用地補償について変更を要すると認めたときは、用地補償変更

決議書（様式第４７号）に必要な書類を添付して、決裁権者の決裁を受けなければなら

ない。 

（用地及び補償契約決議等） 

第７６条 主管部長等は、用地補償について土地所有者及び関係人との交渉が成立したと

きは、用地補償契約決議書（様式第４８号）により決議し、決裁権者の決裁を受けなけ

ればならない。 

（契約の履行確認） 

第７７条 主管部長等は、土地の所有権移転登記が完了したときは登記済証により、物件

の移転が完了したときは現地確認によりその完了を確認し、検査調書を作成して決裁権

者に報告しなければならない。 

（台帳の整理） 

第７８条 主管課長は、用地の購入及び補償について、工事台帳を作成し、必要な事項を

記載の上、整理しておかなければならない。 

第５章 設計業務等の委託 
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第１節 執行手続 

（委託費執行決議及び委託費執行依頼） 

第７９条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約委託を執行しようとするときは、予

算執行決議書により決議の手続をとり、契約事務執行依頼書に次に掲げる書類を添付し

て総務部長に提出しなければならない。 

（１）委託費起工設計書（様式第３号）又は委託費執行概要書（様式第３号の２） 

（２）仕様書 

（３）図面 

（４）指名業者推薦書 

（５）その他必要な書類 

２ 主管課長は、各課契約委託を執行しようとするときは、予算執行決議書に設計図書（前

項第１号から第３号まで及び第５号に掲げる書類をいう。以下本章において同じ。）を

添付して委託費執行を決議しなければならない。 

（入札執行決議） 

第８０条 総務部長は、前条第１項の規定により契約事務執行依頼書の提出があったとき

は、これを審査し、適正と認めたときは、入札等執行決議書に設計図書を添付して、決

裁権者の決裁を受けなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約委託を入札に付するときは、入札等執行決議書に設計図書を添

付して、入札執行を決議しなければならない。 

（入札に関する規定の準用） 

第８１条 第４条、第５条及び第７条から第１４条までの規定は、設計業務等の委託につ

いて準用する。 

（委託契約の締結） 

第８２条 総務部長は、総務部契約委託について契約の相手方が決定したときは、契約決

議書により決議の手続をとり、５日以内に業務委託契約書により委託契約を締結しなけ

ればならない。 

２ 主管課長は、各課契約委託について契約の相手方が決定したときは、契約決議書によ

り決議し、５日以内に業務委託契約書により委託契約を締結しなければならない。 

（委託契約締結の通知等） 

第８３条 総務部長は、総務部契約委託について、委託契約を締結したときは、設計図書

に入札を執行した書類及び契約決議書並びに業務委託契約書等を添付し、速やかに主管

部長に送付しなければならない。 
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（設計変更決議） 

第８４条 主管部長は、総務部契約委託について、現場の状況その他の事由により設計の

変更を要すると認めたときは、速やかに予算執行変更決議書により決議の手続をとり、

変更契約事務執行依頼書に委託費執行の際添付した設計図書の変更書類（以下本章にお

いて「変更設計図書」という。）を添付して、総務部長に提出しなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約委託について、現場の状況その他の事由により設計の変更を要

すると認めたときは、速やかに委託費変更決議書により決議しなければならない。 

（随意契約等執行決議） 

第８５条 総務部長は、前条第１項の規定により契約事務執行依頼書の提出があったとき

は、これを審査し、適正と認めたときは、入札等執行決議書に設計変更図書を添付して、

決裁権者の決裁を受けなければならない。この場合において、随意契約（見積合せ）の

決議がなされたときは、受注者に通知し、これを執行しなければならない。 

２ 主管課長は、前条第２項の規定により、随意契約（見積合せ）を執行しようとすると

きは、入札等執行決議書に設計変更図書を添付して、決議しなければならない。この場

合において、随意契約（見積合せ）の決議がなされたときは、前項後段の規定を準用す

る。 

（変更委託契約の締結） 

第８６条 総務部長は、前条第１項の規定により、随意契約（見積合せ）の執行がなされ、

受託者と協議が整ったときは、契約決議書により決議の手続をとり、業務委託変更契約

書（以下「委託変更契約書」という。）により受託者と変更委託契約を締結しなければ

ならない。 

２ 前項の規定は、各課契約委託について、前条第２項の規定により決議された入札等執

行決議書に基づき受託者と協議が整ったときに準用する。 

（変更委託契約締結の通知等） 

第８７条 総務部長は、総務部契約委託について、変更委託契約を締結したときは、変更

設計図書に随意契約（見積合せ）を執行した書類及び契約決議書並びに業務委託変更契

約書等を添付し、速やかに主管部長に送付しなければならない。 

（委託業務の一時中止等） 

第８８条 主管部長等は、委託業務について、委託業務の一時中止又は一時中止の解除を

しようとするときは、業務委託一時中止（解除）決議書（様式第４９号）により決議す

るものとする。 

２ 主管部長等は、前項の規定により委託業務の一時中止又は一時中止の解除の決議をし
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たときは、業務委託一時中止（解除）通知書（様式第１２号）により受託者に通知する

とともに、総務部契約委託については、業務委託一時中止（解除）報告書（様式第１３

号）により総務部長に報告しなければならない。 

（履行期間の変更依頼） 

第８９条 主管部長は、その所掌に属する総務部契約委託について、履行期間の変更の必

要があると認めるとき、又は受託者から履行期間の変更の申出があったときは、工期（履

行期間）変更（依頼）決議書により決議の手続をとり、工期（履行期間）変更依頼書を

総務部長に提出しなければならない。 

（履行期間変更決議等） 

第９０条 総務部長は、総務部契約委託について、前条の規定により工期（履行期間）変

更依頼書の提出があったときは、これを審査し、適正と認めたときは、速やかに工期（履

行期間）変更（依頼）決議書により決議の手続をとり、工期（履行期間）変更通知書に

より受託者に通知しなければならない。 

２ 主管課長は、各課契約委託について、履行期間の変更の必要があると認めるとき、又

は受託者から履行期間の変更の申出があり、その必要があると認められるときは、工期

（履行期間）変更（依頼）決議書により決議し、工期（履行期間）変更通知書により受

託者に通知しなければならない。 

（工事台帳） 

第９１条 主管課長は、工事台帳を作成し、必要な事項を記載の上、整理しておかなけれ

ばならない。 

第２節 監督 

（監督員の任命） 

第９２条 主管部長等は、その所掌に属する契約委託について、第８２条第２項の規定に

より委託契約を締結したとき、又は第８３条の規定により委託契約締結の通知を受けた

ときは、委託ごとに監督員決定決議書により１人以上の監督員を任命し、当該監督員に

監督員決定任命書を設計図書とともに交付しなければならない。 

（監督員決定通知書） 

第９３条 主管部長等は、前条の規定により監督員を任命したときは、受託者に対し、速

やかにその旨を監督員決定通知書により通知しなければならない。この場合において、

２人以上の監督員にその権限を分担させたときは、当該通知書にそれぞれの監督員の有

する権限の内容を記載しなければならない。 

（監督員の職務） 
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第９４条 監督員は、次に掲げる職務を行うものとする。 

（１）委託業務の履行についての受託者に対する必要な指示、承諾又は協議 

（２）委託業務の処理状況の確認 

（３）受託者に対する委託契約書の各条項及び関係法令等の遵守に関しての指導及び監

督 

（４）各工程における成果物の内容の確認 

２ 監督員は、受託者に対して指示、承諾又は協議をするときは、指示（承諾）書により

行わなければならない。この場合において、受託者の署名又は記名押印を徴しておかな

ければならない。 

３ 前項前段の規定に関わらず、協議等については受託者の作成する様式を用いることが

できるものとする。 

４ 監督員は、必要に応じ、受託者に業務に関する打合せ記録の整理を行わせ、提出させ

るものとする。 

（監督の記録） 

第９５条 監督員は、監督に関する書類（受託者から提出を受けた書類を含む。）を整理

して、監督の経緯を明らかにしておかなければならない。 

第３節 検査 

（検査員の決定） 

第９６条 主管部長等は、受託者から業務完了通知書が提出されたときはこれを受理し、

検査員決定決議書により検査員を決定しなければならない。 

（検査の実施） 

第９７条 前条の規定により検査員となった者は、受託者から業務完了の報告があった日

から１０日以内に検査を行わなければならない。 

２ 検査員は、受託者又はその業務主任技術者の立会いの上、成果物を検査しなければな

らない。 

３ 検査員は、検査を行ったときは、検査調書を作成し、決裁権者に復命しなければなら

ない。 

（検査結果の通知等） 

第９８条 検査員は、前条の検査が完了したときは、速やかに検査結果報告書に検査調書

を添付して、主管部長等に提出しなければならない。 

２ 主管部長等は、前項の規定により検査結果報告書の提出を受けたときは、速やかに検

査結果通知書により受託者に通知しなければならない。 
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第４節 契約の解除 

（契約の解除） 

第９９条 決裁権者は、当該委託契約に関し受託者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、業務委託契約解除通知書（様式第４９号）により契約を解除するものとする。ただ

し、履行期限経過後相当の期間内に完成する見込みがある場合は、この限りでない。 

（１）正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

（２）その責めに帰すべき事由により履行期間内に業務が完了しないと明らかに認めら

れるとき。 

（３）設計等業務委託において業務主任技術者を配置しなかったとき。 

（４）契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認められ

るとき。 

（５）契約書に定められた解除権によらないで契約の解除を申し出たとき。 

（違約金等） 

第１００条 決裁権者は、前条の規定により契約を解除したときは、直ちに受託者から契

約代金額の１０分の１に相当する額の違約金を徴しなければならない。この場合におい

て、契約保証金等の契約の保証を付しているときは、契約の保証の種類に応じて、契約

保証金等を違約金に充当する手続をとらなければならない。 

（前払保証人への通知） 

第１０１条 決裁権者は、契約を解除した業務委託について契約代金の前金払をしている

ときは、当該前払金についての保証人である保証事業会社に対し契約解除通知書（様式

第５０号）により契約を解除した旨の通知をしなければならない。 

（履行部分の確認） 

第１０２条 主管部長等は、契約を解除した委託について、受託者が既に業務を完了した

部分の引渡しを受ける必要があると認めるときは、第９４条の規定に準じ、受託者を現

場に立ち会わせた上で、その履行部分及び当該履行部分に対する契約代金相当額を確認

しなければならない。この場合において、当該委託について契約代金の前金払をしてい

るときは、保証事業会社にも立会いを求めなければならない。 

２ 検査員は、前項の確認を行った場合において、受託者及び保証事業会社を立ち会わせ

たときは、業務委託履行部分確認書（様式第５１号）により確認を求めるものとする。 

（前払保証金請求） 

第１０３条 決裁権者は、前条第２項の規定により保証事業会社と履行部分を確認し、保

証を受けるべき部分があると認めたときは、直ちに保証金の請求をしなければならない。 
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（談合その他不正行為による契約の解除等） 

第１０４条 決裁権者は、受託者が委託契約に関し次の各号のいずれかに該当したときは、

業務委託契約解除通知書により契約を解除するものとする。ただし、決裁権者が特別な

事情があると認める場合は、この限りでない。 

（１）受託者又は受託者を構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第２条第２項の事

業者団体（以下「受託者等」という。）が、当該契約について独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反したとして、受託者等に対する独占禁止法第７条若しくは

第８条の２の規定に基づく排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）又は独占

禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の

規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）が確定したとき（確定

した納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

（２）前号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付命令（独占禁止法第６

３条第２項の規定により取り消されたものを含む。次号において同じ。）により、受

注者等が、当該契約について独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行

為があったとされたとき。 

（３）確定した排除措置命令又は納付命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第

８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該行為の対象となった

取引分野が示された場合において、当該期間にこの契約の入札（見積書の提出を含む。）

が行われたものであり、かつ、当該契約が当該取引分野に該当するものであるとき。 

（４）受託者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法

律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第

１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 決裁権者は、前項の規定により委託契約を解除したときは、受託者から契約代金額の

１０分の１に相当する額の違約金を徴しなければならない。 

３ 前３条の規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。 

付 則 

この訓令は、昭和６３年４月１日から施行する。 

付 則（平成１２年３月３０日訓令第２９号） 

この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。 

付 則（平成１３年１１月１日訓令第１５号） 

（施行期日） 
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１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行前に旧訓令によってなされた行為は、新訓令の相当規定によってなさ

れたものとみなす。 

付 則（平成１４年４月１８日訓令第１１号） 

この訓令は、平成１４年５月１日から施行する。 

付 則（平成１５年９月３０日訓令第１２号） 

この訓令は、平成１５年１０月１日から施行する。 

付 則（平成１７年６月２９日訓令第１７号） 

この訓令は、平成１７年６月２９日から施行する。 

付 則（平成１８年３月３１日訓令第６号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行前に旧訓令によってなされた行為は、なお従前の例による。 

付 則（平成１９年２月５日訓令第１４号） 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

付 則（平成２０年３月１０日訓令第４号） 

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

付 則（平成２１年３月１３日訓令第７号） 

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則（平成２１年３月３１日訓令第１７号） 

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則（平成２５年３月２８日訓令第２号） 

この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則（平成２６年３月２０日訓令第１号） 

この訓令は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の様式第４号の規定は、平成２５

年４月１日から適用する。 

付 則（平成２７年３月３０日訓令第２号） 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則（平成２８年３月３０日訓令第１０号） 

この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 
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付 則（平成２９年７月１４日訓令第１２号） 

この訓令は、平成２９年７月１４日から施行する。 

付 則（平成３１年３月６日訓令第４号） 

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則（令和２年３月２５日訓令第６号） 

１ この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この訓令による改正前の結城市建設工事等執行手続及び監督規程の一部を改正する訓

令に基づいて作成された様式の用紙は、なお当分の間、使用することができる。 

付 則（令和４年２月９日訓令第３号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この訓令の施行の際に現にあるこの訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この訓令による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙については、合理的に必要と認められ

る範囲内で、当分の間、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和４年１１月１０日訓令第１８号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

付 則（令和５年１月１２日訓令第１号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

付 則（令和６年１月４日訓令第１号） 

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

最低制限価格算出方法 

（直接工事費×０．９７＋共通仮設費×０．９＋現場管理費×０．９＋一般管理費×０．

６８）×無作為（ランダム）係数 

ただし、最低制限価格は、予定価格の１０分の７．５から１０分の９．２の範囲内とし、

上記により算出した価格が予定価格の１０分の９．２を超える場合にあっては１０分の９．

２とし、１０分の７．５に満たない場合にあっては１０分の７．５とする。 

無作為（ランダム）係数とは、紙入札においては、パソコンにより乱数を使用して無作

為に算出される「０．９９５０」から「１．００５０」（小数点以下第４位まで算出）ま
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での数値又は抽選棒によるくじ引により、表１を用いて決定する数値をいい、電子入札に

おいては、当該案件に係る予定価格（円単位）と入札参加者が電子入札システムにより提

出した入札書の受信時刻を数値化した数（受信時刻を２４時間制で表記し、時間単位を表

す数に１００を乗じて得た数に分単位を表す数を加えた数）の総和を算出し、１０１で除

した余りを基に表２を用いて決定する数値をいう（電子入札において紙入札に変更した入

札参加者の入札書の提出時刻は無作為（ランダム）係数の決定に用いない。）。 

無作為（ランダム）係数表 

表１ 

   

 第２くじ 

第１くじ 

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０  

０ ０．９

９５

０ 

０．９

９５

１ 

０．９

９５

２ 

０．９

９５

３ 

０．９

９５

４ 

０．９

９５

５ 

０．９

９５

６ 

０．９

９５

７ 

０．９

９５

８ 

０．９

９５

９ 

 

１ ０．９

９６

０ 

０．９

９６

１ 

０．９

９６

２ 

０．９

９６

３ 

０．９

９６

４ 

０．９

９６

５ 

０．９

９６

６ 

０．９

９６

７ 

０．９

９６

８ 

０．９

９６

９ 

 

２ ０．９

９７

０ 

０．９

９７

１ 

０．９

９７

２ 

０．９

９７

３ 

０．９

９７

４ 

０．９

９７

５ 

０．９

９７

６ 

０．９

９７

７ 

０．９

９７

８ 

０．９

９７

９ 

 

３ ０．９

９８

０ 

０．９

９８

１ 

０．９

９８

２ 

０．９

９８

３ 

０．９

９８

４ 

０．９

９８

５ 

０．９

９８

６ 

０．９

９８

７ 

０．９

９８

８ 

０．９

９８

９ 

 

４ ０．９

９９

０ 

０．９

９９

１ 

０．９

９９

２ 

０．９

９９

３ 

０．９

９９

４ 

０．９

９９

５ 

０．９

９９

６ 

０．９

９９

７ 

０．９

９９

８ 

０．９

９９

９ 

 

５ １．０

００

０ 

１．０

００

１ 

１．０

００

２ 

１．０

００

３ 

１．０

００

４ 

１．０

００

５ 

１．０

００

６ 

１．０

００

７ 

１．０

００

８ 

１．０

００

９ 

 

６ １．０

０１

０ 

１．０

０１

１ 

１．０

０１

２ 

１．０

０１

３ 

１．０

０１

４ 

１．０

０１

５ 

１．０

０１

６ 

１．０

０１

７ 

１．０

０１

８ 

１．０

０１

９ 
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７ １．０

０２

０ 

１．０

０２

１ 

１．０

０２

２ 

１．０

０２

３ 

１．０

０２

４ 

１．０

０２

５ 

１．０

０２

６ 

１．０

０２

７ 

１．０

０２

８ 

１．０

０２

９ 

 

８ １．０

０３

０ 

１．０

０３

１ 

１．０

０３

２ 

１．０

０３

３ 

１．０

０３

４ 

１．０

０３

５ 

１．０

０３

６ 

１．０

０３

７ 

１．０

０３

８ 

１．０

０３

９ 

 

９ １．０

０４

０ 

１．０

０４

１ 

１．０

０４

２ 

１．０

０４

３ 

１．０

０４

４ 

１．０

０４

５ 

１．０

０４

６ 

１．０

０４

７ 

１．０

０４

８ 

１．０

０４

９ 

１．０

０５

０ 

表２ 

   

 余り ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９   

ランダム係

数 

０．９

９５

０ 

０．９

９５

１ 

０．９

９５

２ 

０．９

９５

３ 

０．９

９５

４ 

０．９

９５

５ 

０．９

９５

６ 

０．９

９５

７ 

０．９

９５

８ 

０．９

９５

９ 

余り １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ 

ランダム係

数 

０．９

９６

０ 

０．９

９６

１ 

０．９

９６

２ 

０．９

９６

３ 

０．９

９６

４ 

０．９

９６

５ 

０．９

９６

６ 

０．９

９６

７ 

０．９

９６

８ 

０．９

９６

９ 

余り ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ 

ランダム係

数 

０．９

９７

０ 

０．９

９７

１ 

０．９

９７

２ 

０．９

９７

３ 

０．９

９７

４ 

０．９

９７

５ 

０．９

９７

６ 

０．９

９７

７ 

０．９

９７

８ 

０．９

９７

９ 

余り ３０ ３１ ３２ ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ 

ランダム係

数 

０．９

９８

０ 

０．９

９８

１ 

０．９

９８

２ 

０．９

９８

３ 

０．９

９８

４ 

０．９

９８

５ 

０．９

９８

６ 

０．９

９８

７ 

０．９

９８

８ 

０．９

９８

９ 

余り ４０ ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ 

ランダム係

数 

０．９

９９

０ 

０．９

９９

１ 

０．９

９９

２ 

０．９

９９

３ 

０．９

９９

４ 

０．９

９９

５ 

０．９

９９

６ 

０．９

９９

７ 

０．９

９９

８ 

０．９

９９

９ 

余り ５０ ５１ ５２ ５３ ５４ ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ 



27/85 

ランダム係

数 

１．０

００

０ 

１．０

００

１ 

１．０

００

２ 

１．０

００

３ 

１．０

００

４ 

１．０

００

５ 

１．０

００

６ 

１．０

００

７ 

１．０

００

８ 

１．０

００

９ 

余り ６０ ６１ ６２ ６３ ６４ ６５ ６６ ６７ ６８ ６９ 

ランダム係

数 

１．０

０１

０ 

１．０

０１

１ 

１．０

０１

２ 

１．０

０１

３ 

１．０

０１

４ 

１．０

０１

５ 

１．０

０１

６ 

１．０

０１

７ 

１．０

０１

８ 

１．０

０１

９ 

余り ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５ ７６ ７７ ７８ ７９ 

ランダム係

数 

１．０

０２

０ 

１．０

０２

１ 

１．０

０２

２ 

１．０

０２

３ 

１．０

０２

４ 

１．０

０２

５ 

１．０

０２

６ 

１．０

０２

７ 

１．０

０２

８ 

１．０

０２

９ 

余り ８０ ８１ ８２ ８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９ 

ランダム係

数 

１．０

０３

０ 

１．０

０３

１ 

１．０

０３

２ 

１．０

０３

３ 

１．０

０３

４ 

１．０

０３

５ 

１．０

０３

６ 

１．０

０３

７ 

１．０

０３

８ 

１．０

０３

９ 

余り ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ １０

０ 

ランダム係

数 

１．０

０４

０ 

１．０

０４

１ 

１．０

０４

２ 

１．０

０４

３ 

１．０

０４

４ 

１．０

０４

５ 

１．０

０４

６ 

１．０

０４

７ 

１．０

０４

８ 

１．０

０４

９ 

１．０

０５

０ 
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様式第１号（第３条、第６８条、第７９条関係） 

様式第２号（第３条、第７９条関係） 

様式第２号の２（第１７条、第８４条関係） 

様式第３号（第３条、第７９条関係） 

様式第３号の２（第３条、第７９条関係） 

様式第４号（第３条、第７９条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条、第１８条、第８０条、第８５条関係） 

様式第６号の２（第７条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

様式第８号（第１３条関係） 

様式第９号（第１５条、第２０条、第８２条、第８６条関係） 

様式第１０号（第１７条、第６９条、第８４条関係） 

様式第１１号（第２２条、第８８条関係） 

様式第１２号（第２２条、第８８条関係） 

様式第１３号（第２２条、第８８条関係） 

様式第１４号（第２３条、第２４条、第８９条、第９０条関係） 

様式第１５号（第２３条、第８９条関係） 

様式第１６号（第２５条、第９０条関係） 

様式第１７号（第２７条関係） 

様式第１８号（第２８条関係） 

様式第１９号（第２８条関係） 

様式第２０号（第３０条関係） 

様式第２１号（第３０条、第５３条関係） 

様式第２２号（第３０条、第５３条関係） 

様式第２３号（第３０条関係） 

様式第２４号（第５６条、第９８条関係） 

様式第２５号（第５６条、第９８条関係） 

様式第２６号（第３１条、第９２条関係） 

様式第２７号（第３１条、第９２条関係） 

様式第２８号（第３２条、第９３条関係） 

様式第２９号（第３４条関係） 
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様式第３０号（第４０条関係） 

様式第３１号（第４４条関係） 

様式第３２号（第４８条関係） 

様式第３３号（第５１条関係） 

様式第３４号（第５１条関係） 

様式第３５号（第５２条関係） 

様式第３６号（第５２条関係） 

様式第３７号（第５２条関係） 

様式第３８号（第５９条、第６４条関係） 

様式第３９号（第６１条関係） 

様式第４０号（第６２条関係） 

様式第４１号（第６５条関係） 

様式第４２号（第６５条関係） 

様式第４３号（第６７条関係） 

様式第４４号（第７３条関係） 

様式第４５号（第７４条関係） 

様式第４６号（第７４条関係） 

様式第４７号（第７５条関係） 

様式第４８号（第７６条関係） 

様式第４９号（第９９条、第１０４条関係） 

様式第５０号（第１０１条関係） 

様式第５１号（第１０２条関係） 

 


